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        予測分布に基づく災害危険性の評価に関する研究 
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1. はじめに 

本稿は，生産活動に伴って生ずるさまざまな産業

災害について，その被害規模に関する実データを基

に被害規模を考慮した災害の危険性を評価する確率

分布を導出し，同分布を用いて産業災害リスク評価

を行う手法について考察を加えたものである。 

 
2. 被災規模の分布 

産業災害による被害規模の大きさの発生分布に関

して，ここでは基準化した被害規模を r と記し，そ

の確率密度関数および上側確率分布関数が次式のパ

レート分布で示されると仮定する。 

 
 
 
式中の nは上記確率分布式のパラメータである。 

被害規模が上式で記述できるならば，特定被害規

模の大きさとその値を超える災害発生数の確率（超

過確率）との関係は両対数紙上の直線として示され

る。被害規模と超過発生頻度との関係をグラフ化し

て示された直線はしばしばリスク曲線と呼ばれる。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 被害規模と超過発生頻度との関係 

図 1 は，1977 年～2000 年の 24 年間に我が国の建

設工事で発生した重大災害（一度に三人以上の受傷

者を含んだ労働災害）について，災害による被害規

模（一件の重大災害による受傷者数）とその被害規

模以上の災害発生数との関係を両対数紙上で整理し

たいわゆるリスク曲線を示したものである。同図か

ら建設工事における労働災害による被災者数の規模

分布が両対数紙上の直線として示されており，被害

規模がパレート分布で記述されることが分かる。同

図は建設工事による労働災害の分析事例であるが，

他の業種の労働災害や労働災害以外のさまざまな災

害についても，被害規模とその超過発生頻度との関

係が両対数紙上の直線として示されることが明らか

にされている。 
 
3. 被害規模分布のパラメータ推定 

 産業災害による個々の被害規模の分布がパレート

分布としてその確率密度関数が(1)式で示され，また

同分布のパラメータが n で与えられている。同分布

パラメータ n はリスク曲線の傾きを表しており，被

害規模の推定や特定被害規模の災害の平均発生間隔

（再現期間）の推定に重要な役割を果たしている。

また，異なったシステムや災害間での災害被害規模

特性の比較を行うことが可能であり，システムの安

全性の評価の指標として応用も可能である。 
このように災害危険性評価で重要な役割を果して

いるパラメータを推定することは重要である。デー

タからパラメータを推定する統計的手法には，モー

メント法，最尤法，最小自乗法，ベイズ法等がある。

ここでは被害規模データが ri (i=1,⋅⋅⋅⋅⋅⋅,N) として得ら

れたとき，ベイズ法によりパラメータ n を事後分布

として求めると以下の分布式となる。 
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図 2 被害規模分布パラメータの分布 

 

図2は構造物の倒壊による重大災害の被災者数規

模分布のパラメータnの事後分布を求めたものであ

る。同図より1995年の単年度データによる分布より

も1995年～2000年の6年間の多くのデータによる分

布の分散が小さくなっていることが諒解される。 
 

4. 予測分布に基づく災害危険性の評価 

 産業災害による被害規模分布と，その分布を規定

している分布パラメータnが事後確率分布（密度関

数）として得られた。従って，被害規模分布の確率

密度関数と同分布のパラメータ事後分布との積をパ

ラメータの分布領域にわたって積分すればデータの

みに依存する予測分布を得ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 上式は確率密度関数であるので，得られた被害規

模を確率値として評価するためには確率分布関数を

求める必要がある。上側確率は次式で得られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3 予測分布による被害規模分布 

 
 図3は，構造物の倒壊による重大災害の被災者数規

模分布について，先に得られた1995年～2000年の6年
間のデータから推定された被害規模パラメータ事後

分布を用いて予測分布（上側確率分布）を計算した

結果と，実被害データによるリスク曲線とを示した

ものである。同図より予測分布から得られるリスク

曲線と実データによるそれとがきわめて一致してい

ることが示されている。 
このように，予測分布を用いれば被害規模に関す

るデータのみを用いて確率値を求めることができる

ので，その値を用いて特定被害規模を有する災害と

その平均的再現期間（逆に特定期間と同期間での期

待被害規模）との関係を次式で求めることができる。 
 
 
 
 
ここに，Tr;被害規模がr以上の災害の再現期間，L;観
測期間，N;災害発生数 
 

まとめ 

 産業災害による被害規模の確率分布と同分布のパ

ラメータの確率分布を複合化して，最終的には，分

布のパラメータの推定などを必要とせず単に被害規

模の実データのみで評価を行うことができる予測確

率分布を導出した。同分布を用いて重大労働災害の

分析を行った結果，良好な適用結果を得ることがで

きた。確率的評価以外にも期待被害規模や再現期間

の推定など，予測分布による分析法はリスク分析法

として今後の応用が期待される。 
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